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1 事業の成果
【災害対応に関する連携促進および支援環境整備事業】

「連携促進」については、休眠預金を活用した「中核的災害支援ネットワーク構築プログラム」が本格

的に始動した。前年度に採択した北海道、岩手、岡山のネットワークに対して、3カ年かけて災害支援の

調整を担えるモデル的なネットワークの構築を目指す取り組みが進められている。また、上記以外の都府

県に対しても、宮城、福島、長野、茨城、東京、神奈川、大阪、奈良、愛媛、石川、二重、静岡、兵庫、

福岡などにおいて、研修への登壇など継続的なサポートを行っている。内閣府とは 2019年に締結したタ

イアップ宣言を基に、行政・社協・ⅣO等の多様な支援主体の連携研修への協力を行ってきた。一方で新

型コロナウイルス感染症の影響については、「第 5回災害時の連携を考える全国フォーラム」は延期を余

儀なくされたが、「新型コロナウイルスの感染が懸念される状況におけるボランティア・PO等の災害対応

ガイドライン」を作成するなどの対策を行ってきた。

「調整機能構築」については、避難生活や被災家屋への技術的支援に関する専門委員会を継続的に開催

した。これまでのWOの知見を集約した「避難生活お役立ちサポートブック」や「被災家屋への対応事例」

の作成を行い、関係者へのノウハウの周知を図ってきた。食と栄養の支援に関する会議「食ベプロ」や車

中泊等に関する勉強会の開催などについても積極的に関与してきた。また、コーディネーションの仕組み

作りについては、内閣府との連携で行政の災害支援のコーディネーションを担う中核人材育成研修の企

画・講師として参加するとともに、都道府県域のネットワークとの意見交換会を設けるなど、次年度の活

動に向けた準備を行った。

「広報 。ファンドレイズ」については、広報とファンドレイズそれぞれ担当を配置し体制を整えた。ホ

ームページの寄付募集ページの更新や企業と連携したネット募金の充実を図るとともに、賛助会員などの

募集を継続的に行った。企業との連携事業として、避難に関する社員向け研修、災害に備えた情報発信、

企業の災害支援への参画を促すため行政との協定調査などに着手した。

【災害発生時における災害対応事業】

西日本豪雨、令和元年東日本台風などの災害対応における現地中間支援組織のサポートを継続するとと

もに、新たに発生した「令和 2年 7月 豪雨」や「福島県沖地震」に対して、職員を現地に派遣し支援調

整の活動を行った。



2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【73,860】 千円)、

疋萩 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
i節i囲

覚盃
対象者
人数

事業費
(千円)

災害対応に
関する連携
促進および
支援環境整
備事業

【連携促進 (ネ ットワーク構
築)】
「中核的災害支援ネットワーク
構築プログラム」として北海道、
岩手、岡山の道県ネットワーク
のサポートを展開。他都府県に
おいてもネットワーク構築、連
携に関する研修などのサポート
を継続。

通年 東京都

および・

地方

3人 災害対
応関係

者

約 500
人

27,459

【調整機能構築 (支援団体等の
能力強化)】
避難生活改善に関する専門委員
会、技術系専門委員会などの開
催。
食と栄養、車中泊等の勉強会の
開催など̂

通年 法人事

務所お

よび全

国各地

1人 災害対
応関係

者 約 500
人

3,180

【調整機能構築 (コーディネー
ション)】
コーディネーションの仕組み作
りに関する意見交換会および運
営委員会における検討、次年度
の活動に向けた準備。

通年 法人事

務所お

よび全

国各地

1人 災害対
応関係

者 約 500
人

4,511

【広報・ファンドレイズ】
寄付サイト、ネット募金の充実、
企業との連携事業の展開および
助成金の申請。

通 年 全国各

地

3人 市民及
び関係

機関
不特定
多数

10,403

災害発生時
における災
害対応事業

西日本豪雨、令和元年東日本台
風などの支援を継続。
令和 2年 7月 豪雨、福島県沖地
震への支援調整活動を展開。

随時及び

災害発生

時

岡山、長

野、熊

本、福島

など

2人 災害に
よる被

災者全

般

被災者

支援に

関わる

団体

約
17,000

世帯

約 160
団体

28,307



」L
「

¬

第5期

自 2020年:4月  1日

至 2021年 3月 31日

特定非営利活動法人全国災害ボランティア支援団体ネットワーク

東京都千代田区大手町2-2-1新大手町ビル267-B



1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費
2 受取寄付金
受取寄付金
受取助成金等
受取助成金
事業収益
事業収益 その他
その他収益
受取利息

3

4

5

2020年 度 活動計算書

202.0年 4月 1日 から2021年 3月 31日 まで
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73,860,

Ⅱ

雑収入
経常収益計
経常費用
1 事業費
(1)人件費
役員報酬
給料手当
法定福利費
福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
業務委託費
諸謝金
印刷製本費
会議費
旅費交通費
広告宣伝費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
地代家賃
減価償却費
保険料
租税公課
研修費
支払手数料
支払助成金
援助用物資費
その他経費計
事業費計
2 管理費
(1)人件費
役員報酬
給料手当
費
費
　
贄
費

利
生
計
酸
本

癖
稗
は
州
鍛

法
福
人
そ‘
印
会議費
旅費交通費
広告宣伝費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
地代家賃
減価償却費
諸会費
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1,600,000
2_697_000

86_723_032

25_272_929

4_424_932
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5_859_082

4,297,000

86,723,032

25,272,929

4,424,932

5.859_117

540,000
27,543,372
4,510,669
31.680

32_625.721
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租税公課
研修費
支払手数料
支払報酬
雑費
その他経費計
管理費計
経常費用計
当期経常増減額

経常外費用
経常外費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

7,
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1,

ｎ
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47,487,956
26.108.241
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2020年 度 貸借対照表

2021年 3月 31日 現在
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(単位 :円 )

科
日

【 金 額

資産の部

1 流動資産
現金預金

未収金

前払金

仮払金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

ソフ トウェア

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計
資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

前受金

預り金

未払法人税等

未払消費税等

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正 味 財 産 合 計

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

142,976,971

6,108,294

7,479

336

149,093,080

699 104

76,195,987

0

1

76,195,987

19,104

19,104

680,000

680,000

ｎ

Ｖ

4,548,931

70,264,004

970,752

70,000

342,300

26,108,241

47,487,956

73,596,197

149,792,184
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2020年 度 計算書類の注記

生定差堂重』涯璽出と△二剣副墾疑謹壺
=2生`生
E21』E5E』逃』埜昼」と上Zニユ

重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 PO法人会計基準協議会)によつて
います。
(1)固定資産の減価償却の方法

什器備品の減価償却は定率法によっています。

ソフトウェアの減価償却は定額法によつています。
(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込経理方式によつています。

2.事業別損益の状況

1.災害対応に関す |

る連携促進および|
支援環境整備事業|

事業部門計 合計管理部門
2.災害発生時に
おける災害対応
「
「
こ亜

4,297,

86,723,

25,272,

4,424,

ワ
ー

●
′

Ｕ^

２９

２７

００

４
■

”
′
‘

一
●

ハ
〉

Ａ
ｖ

●
４

ｎ
Ｖ

”
′

0

19,445,312
22,272,929
4,424,932
4.987.202

0

4,000,000
22,272,929
2,447,735
4.987.202

15,445,31

1,977,

‘
Ｖ

，
“

６
０

Ｒ
ｕ

Ｆ
υ

ハ
υ

■
■
　
６
フ
　
●
●

ｎ
〉
４
（

Ａ
Ｖ

ＡＵ

_■笙」菫L旦⊇51.130.371 75,446,33.707.866

540,000
27,543,372

4,510,669
31.680

08

600,

30,397,

5,011,

60,

2,854,

501=

383,400

19,591,324
3,202,575

0
32.625.72123.177.299

108,411
15,489,000
1,254,000

13,020,304
35_816

０

０

９

０

０

８

６

０

７

８

３

７

０

５

０

０

０

３

０

２

４

０

０

８

６

０

９

０

０

０

０

０

０

９

９

８

５

５

６

９

４

３

０

０

９

０

７

１

３

０

６

２

２

３

２

６

２

０

５

２

８

０

９

２

１

７

７

７

７

２

９

１

６

４

２

１

９

　

　

３

４

４

４

　

１

３

　

　

３

３

　

　

　

２

２

　

　

　

２

342,434
19,232
554,095

14,720
12,397
0

ｎ

ｖ

183,

2,360,

120,

32,

2,055,

3,180,

907,

83,

23,

2,303,

2,473,

448,

461,

66,

1,910,

390,

12,

0

７

３

４

０

７

２

５

　

０

２

１

　

１

　

　

６

２

13,020,

7=597

2,

337,

20,

106,

15,489,

1,958
0

1=254,000
0

7,78

000

442
600
582
504
453

318

671

761

.820,000

787,000
50,447
22,817
247,637
2,473,504
264,793
119,110

６

６

１

０

０

０

０

５

０

０

０

０

８

７

４

　

　

７

０

９

０

０

５

０

　

　

１

９

９

０

７

６

６

　

　

７

０

３

９

４

５

７

　

　

４

２

５

８

．

３

３

　

　

　

２

　

　

　

４

１

　

　

　

　

　

　

　

　

　

５

42.875.60418.859.07722.376,07
78.960.65428.307.49945.553.375

70.346.855 47.616.356-10.884.990 |二塑L732墨99-11,845,509

1.受取会費
2.受取寄付金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
役員報酬
給料手当
法定福利費
福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
業務委託費
諸謝金

印刷製本費

広告宣伝費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
地代家賃
減価償却費
保険料
諸会費
租税公課
研修費
支払手数料
支払助成金
支払報酬
援助用物資費
雑費
その他経費計

経常費用計

科 目

I

会議費
旅費交通費



3.使途等が制約された寄付金等の内訳
使途等が制約された寄付金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は下記の通りです。
当法人の正味財産は73,596,197円 ですが、そのうち10,026,493円 は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は63,569,704円 です。

期末 残 高 偏 考
~覇
百蒻高

22,272,

当期入金額は43,684,073

円。当期増加額との差額
21,411,144円 は、前受金
として貸借対照表に計
上。22,272,929

民間公益活動を促進するための休
に係る資金の活用事業」からの助

(社会福祉法人中央共同募金会による「公

益信託高橋保蔵記念福祉振興基金」からの

「企業の被災者支援への参画に関する調査

(武田薬品工業株式会社からの特定寄付

2,985,

る

による「

人取 残 さ 災害支援、連携

豪雨災害支援

「 ットワーク構築事業」
日本民間公益活動連携機構

(特定寄付金)

ジェクト」
3,660,

000,000円 のうち、当
978円を使用し、残

3,000,000 3,000,

389,9784,000,

2,981,3770 4, 059円 を使用し、残額は

うち、当期7,359,872
し、残額は翌期

予定。

うち、当期

当期入金された寄付金金
額を当期中に全額使用。

当期入金された寄付金金
額を当期中に金額使用。

前期前受金として計上し
た寄付金総額27,291,688

円のうち、当期に
2,689,466円使用し、差額
24,602,222円 は、前受金
として貸借対照表に計
上

前期前受金として計上し
た寄付金総額2,601,331円
のうち、当期に60,2“円
使用し、1差額2:541,091円

は、前受金として貸借対
照表に計上。

10,544, 200, 7,359, 3,385,

豪雨災害支援 2,191=4 2,191,
(特定寄付金)

福島県沖地震支援
(特定寄付金)

13, 13,

月 岡山・ ・広島3

(宗教法人カトリック中央協議会カリタス

ジャパンからの特定寄付金)
2,689, 2,689,466

北海道への物資支援

(宗教法人カトリック中央協議会カリタス

ジャパンからの特定寄付金)

60, 60,

る

風19号への物資支援事業
(宗教法人カトリック中央協議会カ
ジャパンからの特定寄付金)・

リタス
9,380, 9,380,8

月豪雨災害、 。大分県への物

(宗教法人カトリック中央協議会カリタス

ジャパンからの特定寄付金)

909, 909,

当期入金された寄付金総
額は30,000,000円。当期
増加額との差額
20,619,187円 は、前受金
として貸借対照表に計
上。

当期入金された寄付金総
額は2,000,000円 。当期増
加額との差額1,090,360円
は、前受金として貸借対
照表に計上。



4.固定資産の増減内訳

5。 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な

事項
。 事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、法定福利費については従事割合に基づき、

役員報酬、印刷製本費、会議費、旅費交通費、通信運搬費、消耗品費、水道光熱費、地代家賃、減価償却費、支払手数料

については使用割合に基づき、租税公課に含まれる消費税等については課税対象となった収益の額の割合に基づき按分
ヽ

取 得科 目

有形固定資産

什器備品

無形固定資産
ソフ トウェア
合計

19,104803,467 803, 784,



2020年 度 財産目録

2021年 3月 31日 現在

生五壼塾羞
=営
』1日置重血週三』≦金厘塁羞1虚墓」E三乙≧生Z二∠二こ三二』監厘璽」望室Lッ_L.三Z=二塑生

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

現金

普通預金

三菱UFJ銀 行決済口座
三菱UFJ銀 行寄付 1
三菱UFJ銀 行寄付 2
三菱UFJ銀 行寄付 3
三菱UFJ銀 行寄付 4
三菱UFJ銀 行寄付 5
三菱UFJ銀 行寄付 6
三菱UFJ銀 行寄付 7
ゆうちょ銀行

未収金

災害発生時における災害対応事業 委嘱業

務費

災害対応に関する連携促進および支援環境
整備事業 中核的人材育成研修業務費

災害対応に関する連携促進および支援環境
整備事業 災害サイ ト構築業務委託費

災害対応に関する連携促進および支援環境
整備事業 ぼうさいこくたい2020出展企画

業務費

災害対応に関する連携促進および支援環境
整備事業 謝金

災害対応に関する連携促進および支援環境
整備事業 交通費

福祉振興基金助成金

3月 分印刷代等

前払金

任意包括国内旅行傷害保険料

4月 分通信運搬費

仮払金

旅費仮払金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

什器備品

パソコン

有形固定資産計

(2)無形固定資産

ソフ トウェア

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

科
日

【 金 額

13,680

2,115,581

3,000,000

10,000

615,990

134,569

200,

550,

30,

336

2,1

5,

1,567,

4,552,

27,716,

4,059,

3,000,

49,843,

21,626,

30,048,

1 1

000

ｎ

Ｖ

149,093,

699,



資 産 合 計 149,792,

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

役員報酬

給料手当

法定福利費

福利厚生費

業務委託費

諸謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

水道光熱費

支払報酬

援助用物資費

前受金

災害対応に関する連携促進および支援環境整
備事業
民間公益活動を促進するための休眠預金等に
係る資金の活用事業 助成金
災害発生時における災害対応事業
平成30年 7月 豪雨災害 岡山・愛媛・広島3県
への物資支援事業

災害発生時における災害対応事業

48,469

2,481,642

475,962

7,169

250,000

35,000

15,219

2,200

190,045

28,392

2,822

6,116

14,969

990,926

21,411,144

24,602,222

2,541,091

20,619,187

1,090,360

307,698

107,

91,

464,

70,

北海道胆振東部地震

災害発生時における災害対応事業
令和元年台風19号への物資支援事業

災害発生時における災害対応事業
令和2年7月 豪雨災害、福岡県、大分県への物
資支援事業

預り金

所得税

住民税

雇用保険

社会保険

未払法人税等

未払消費税等

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

196

76,195,

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

0

正



書式第 18号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

2020年 度年間役員名簿
麹塑饉型理担込
全国災害ボランテイ 休ネ ッ トワ……ク

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1
r題動・監事
ヽ_/

オオハシ マサアキ 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年 月

月

日

日年大橋 正明

2
⌒

史里ヲ・監事
イケサ
゛
  ツヨシ 2020年 4月 1日

2020年 6月 30日

年  月  日

年  月  日池座 剛

Ｏ
υ

⌒

lヽ里ヲ・監事
クリタ  ノフ
゛
ユキ 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

2020年 4月 1日

2021年 3月 31日栗田 暢之

4 o・監事
ノナミ  アキラ 2020年 4月 1日

2020年 12月 31日

年

年

月 日

日月野並 晃

5 〇・監事
タカハシ  リョウタ 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日高橋 良太

6 o・監事
サカモト  マユミ 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年

年

月

月

日

日阪本 真由美

７

１

′
´｀
ヽ

聖ヽジ。監事
スケ
゛
ナミ チカコ 2020年 4月 1日

2020年 6月 30日

年

年

月   日

月 日
菅波 睦子
(二村 睦子)

8 o・監事
タク
゛
チ  ツトム 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日田口 努

9 〇・監事
r/\'tY *lt 2020年 7月 1日

2021年 3月 31日

年

年

月

月

日

日小林 紀久子

10 〇 囲[ヨ ヤス
エ ハシ゛メ 2021年 1月 1日

2021年 3月 31日

年  月  日

月 日年安江



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

11

⌒

健望,監事
サトウ ユウヤ

佐藤 友哉

2021年 1月 1日

2021年 3月 31日

年  月 日

日年  月

12
/´｀ヽ

便望ナ監事
ミョウシ
゛
ョウ  テツヤ

明城 徹也

2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

13
⌒

理事・墜リ
オオシロ サトル

大城 聡

2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

14
ノ
~́｀
ヽ

理事くまジ
ツルマチ ショウシ

゛

鶴町 昌司

2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

2021年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人全国災害ボランティア支援団体ネットワーク

氏   名 住 所 又 は 居 所

1

時定非営利活動法人 国際協
力NGOセンター

哩事長  本木 恵介

2

特定非営利活動法人 ジャパ

ン・プラットフォ一ヽム

代表理事 永井 秀哉

3

震災がつなぐ全国ネットワ
―ク
共同代表 松田 曜子

4

公益社団法人 日本青年会議
所
会頭 野並 晃

5

時定非営利活動法人 日本�0
センター

代表理事 萩原 なつ子

6

社会福祉法人 全国社会福祉
協議会
会長 清家 篤

7

日本赤十字社
社長 大塚 義治

8

日本生活協同組合連合会
代表理事会長 本田 英一

9

東京災害ボランティアネッ
トワ‐―ク
代表 山崎 美貴子

10

侍定非営利活動法人
離民を助ける会
理事長 長 有紀枝

11

特定非営利活動法人
レスキュース トックヤー ド

代表理事 栗田 暢之

12

チーム中越
代表 加賀 友信

13

宗教法人カ トリック中央協
議会カリタスジャパン

責任司教 菊池 功



14

一般社団法人
情報支援レスキュー隊
代表理事 宮川 祥子

15

東日本大震災支援全国ネッ
トワーク
代表世話人 山崎 美貴子

16

一般社団法人
ピースボート災害支援セン
ター

事務局長 上島 安裕

17

公益財団法人
日本YMCA同 盟
代表理事 田口 努

18

仕会福祉法人
中央共同募金会
会長 清家 篤

19

一般社団法人
パーソナルサポー トセンタ

代表理事 鈴木 宏二

20

一般社団法人
福祉防災コミュニティ協会
代表理事 鍵屋 一

21

真如死救援ボランティアSeR
V

事務局長 人本 俊之

22

救世軍
代表理事 ケネス・メイナ

23

一般社団法人ダイバーシテ

ィ研究所
代表理事 田村 太郎

24

末日聖徒イエス・キリス ト
教会/ヘルピングハンズ

代表役員 デビット・ポー
ル 0ロバー トソン

25

特定非営利活動法人日本フ

ァシリテーション協会
会長 竹本 記子

26

コ士舘大学
哩事長 大澤 英雄

27

ラングージワン株式会社

28

財団法人台湾佛教悪酒悪善
事業基金会

執行長 許麗香

29

全国曹洞宗青年会
会長 原知昭



30

特定非営利活動法人グッド
ネーバーズ 。ジャパン

代表理事 福井 玲


